
【様式３】事業評価個票
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令和５年度 令和６年度 令和７年度
令和―年度
(最終目標)

単位

部局・担当課名 環境エネルギー部　みどり自然課
①　－

活動実績

総合発展計画実施
計画の位置付け

事業名

当初見込み目標指標
②　－

活動実績

当初見込み

開始/終了(予定)年度イノシシ等鳥獣被害緊急対策事業費

施策 [施策１] 自然環境や文化遺産の保全・活用・継承

環境学習・環境保全活動への参加者数 令和６年度に190千人

政策の柱、
政策

[政策の柱５] 未来に向けた発展基盤となる県土の整備・活用
[政策３] 地域の豊かな自然と地球の環境を守る持続可能な地域づくり

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

令和２

当初見込み

活動実績

/ 未設定 活動指標

事業の目的
生息域や生息数を拡大しているイノシシやニホンジカに対して、生息段階に合わせた適切な
対策を取ることで、農作物被害の軽減を図る

目標値 万円

活動実績

単位

当初見込み

成果実績 万円 ６,１１６

令和４年度

令和４年度

令和５年度 令和６年度
令和７年度
(最終目標)

令和―年度
(最終目標)

令和６年度

その他

(評価基準)　「事業の必要性・事業の効率性　Ａ:妥当性が高い/Ｂ:おおむね妥当である/Ｃ:妥当性が低い」
　　　　　　　 「事業の有効性（達成度）　Ａ:目標を上回る成果、活動見込を上回って達成(100%以上)/Ｂ:おおむね目標どおりの成果、活動見込をおおむね達成(80%以上100%未満)/Ｃ:目標を下回る成果、活動見込を下回った(80%未満)」

３,５００ －

0% －

その他特定財源

一般財源 ６,４８１

計 １２,６２７

事業概要
（令和５年度の

実施内容）

直接実施 委託・請負 補助 負担 交付 貸付

⑴最新技術を活用した鳥獣被害防止対策の実証モデル事業
【目的】ドローンやＡＩ等の技術を活用し、鳥獣被害対策の効率化や省力化を図る
【実施事業】ドローンによる集落環境点検、自動検出通報システムによるわな見回り省力化等の実証モデル事業
⑵ニホンジカのボイストラップ調査
【目的】県内で増えつつあるニホンジカの生息状況を把握し、個体数の増加割合を判別し、対策の基礎資料
　　　　とする。
【実施事業】シカの鳴声の検出・分析
⑶野生イノシシ捕獲時の豚熱防疫物品購入
【概要】鳥獣被害対策実施隊等に配付する防疫対策物品の購入経費の助成
【補助率】国1/2、県1/4
⑷猟友会等が行う捕獲技術の向上や安全射撃講習会への支援
【概要】山形県猟友会及び市町村が実施する次の要件を満たす事業に対して支援を実施
【補助対象要件】①県猟友会が支部単位で行う捕獲技術の向上や会員数増加等に資する取組み
　　　　　　　　②市町村・市町村協議会が実施するイノシシ等の大型野生鳥獣の捕獲従事者の安全性向上の
　　　　　　　　ための射撃講習会で使用する弾薬の購入経費
【補助率】定額（①会員10人当たり10千円を上限、②参加者一人当たり６千円を上限）

当初予算額
（単位:千円）

１２,６２７ ２０,３０３ ２２,０１６ １２,１０２

上記実施方法とする理由：
⑴、⑵は民間や研究機関のノウハウや知見を活用するため
⑶は対策の現場である市町村への国庫、県費による義務的補助
⑷は鳥獣対策を担う市町村や猟友会の取組みを促すため

実施方法

予算見積書グループ名 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

財源内訳
（単位:千円）

事
業
の

必
要
性

事
業
の
効
率
性

事
業
の
有
効
性

（
達
成
度

）

項目

事業の目的が県民や社会のニーズを的確に反映し、成果指標の明確な達
成手段として位置づけられ、優先度の高い事業となっているか。
また、市町村・民間等に委ねることができない事業なのか。

支出先の選定や受益者との負担関係は妥当であるか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してよ
り効果的あるいは低コストで実施できているか。
また、類似事業がある場合、他部局等と適切な役割分担を行っているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。
また、整備された施設や成果物などは十分に活用されているか。

成果実績は成果指標に見合ったものとなっているか。

国庫支出金

県債

１,０００

１１,６２７

事業所管部局による評価・検証（令和６年６月）

評価
（ABC）

A

A

課
題

今
後
の
対
応

鳥獣は生息状況が年々変化することから、状況に合わせた順応的な管理が必要であるとともに、特に
イノシシやニホンジカは繁殖力が旺盛で増加割合が大きいため、生息数を維持することに非常に大き
な労力を有する。また、対策を担う狩猟者の高齢化が進んでおり現在の捕獲圧を維持するためには、
狩猟者の増加や捕獲の効率化が必要である。

狩猟者増加のために、狩猟に興味・関心を持つ県民を増やすとともに、狩猟者に対しては技術の向上
策を不断に実施する。また、ドローンによる集落環境点検や罠の自動検出通報システム等の最新技術
を活用した捕獲の効率化・省力化を進め、現状と同等の捕獲圧を確保する。

目標値 人 ３,２５０ ３,３４０ ３,４２０

達成度 ％ 105% 100% 0%

達成度 ％ 260% 178% － －

目標値 ﾒｯｼｭ １３ １６

成果実績 人 ３,４２４ ３,３４６ －

目標値 頭 3,400/11,800 3,600/12,200 3,700/12,500 3,600/12,000 －

達成度 ％ 104% －

成果実績 ﾒｯｼｭ

２０以下

６,０２５ －

②捕獲目標と生息頭数の抑制（ｲﾉｼｼ）
（捕獲数/生息頭数）
※達成度は生息頭数で計測

③農業被害面積・箇所の抑制（ﾆﾎﾝｼﾞｶ）
※１ 農林業被害の調査をﾒｯｼｭ（地図上の５㎢に落
とし込み、被害状況の分布・程度と個体の分布との
関連を把握するもので管理していることや個体数の
一定の増加を前提に設定）
※２ H30は１ﾒｯｼｭ、最終目標年はR６

成果指標（所管部局の分析）

③　－

④　－

－６,０００６,５００７,０００７,４００

－

①農林被害額の抑制（ｲﾉｼｼ）
※Ｒ元年の被害額7,439万円から概ね２割
減少させることを目標。計画ではＲ３ま
で増加しＲ４から減少に転じると設定

５ ９ － －

－ －

評価に関する説明

鳥獣は市町村をまたいで分布していることなどから生息状況の把握などを県全体で行い、市町村等が
現場での対策に当たるという大まかな法的立て付けがあることを踏まえ、県で実施すべき事業かつ鳥
獣の状況に合わせ緊急的、広域的に実施すべきものを対象としている。

委託は、プロポ―ザルにより適切に選定している。
補助事業は、鳥獣被害対策の現場を担う猟友会が最終的な受益者であり、有害捕獲が本務でない団
体に過度な負担を求めない妥当なものとしている。

民間と連携しその知見ノウハウを活用する事業や、県内において実質的に代替事業者がない団体との
連携であり、効果的・効率的に実施できている。
鳥獣害対策は環境エネルギー部がすべて担っており、類似事業はない。

④狩猟等による捕獲圧の確保（共通）
※１ 個体数を減らすためには、狩猟等を
担う狩猟者の数を確保することが必要
※２ R１は2,972人

活動指標及び成果指標設定の考え方

鳥獣被害対策は、被害の防除、生息環境管理、捕獲を組み合わせた総合的な対策を、地域の実情や各獣種の特性に合わせて実施することが効果
的であることが全国の実践を通じた取組みから明らかになっているため、科学的・専門的知見を踏まえ作成したイノシシ管理計画（Ｒ３～７）
やニホンジカ管理計画（Ｒ２～６）に規定する管理目標から定量的な目標を抜粋し成果指標に記載している。
活動指標については、各管理計画に規定する具体的な管理方式がこれに当たるが、１つの管理方式について県と市町村がそれぞれに対策を講じ
ていることから、これまで事業（見積書）単位でのアウトプットを設定していない。

成果指標及び
成果実績

（アウトカム）

2,855/集計中1,866/11,307頭成果実績

－0%0%116%121%％達成度

１３,８００ ５,６２１

－

鳥獣被害対策は、総合的な対策によってのみ効果を上げられるが、実績は指標を概ねクリアしており、
妥当な事業遂行と評価している。

①

②

③

④

事業全体

A

８,８４４

計 １２,６２７ １７,６９１

１７,６９１

A

８,８４７ １１,６４３

１２,１０２

８,６６０ ８,２１６

２０,３０３ ２２,０１６ １２,１０２

１７,６９１ ２０,３０３ ２２,０１６


